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日本経済は，１９８５年のプラザ合意による急激な円高の進行を契機として日
本企業の多国企業化が本格化し，産業空洞化と地方工業都市の衰退，バブル経
済の崩壊による平成不況の長期化，リストラによる失業率の上昇と不安定雇用
が拡大している。また，少子高齢化，東京一極集中と地方圏の衰退，巨額の公
的債務の累積と新自由主義型構造改革による公共サービスの縮小，民営化によ
る競争激化と格差構造の拡大，市町村合併と三位一体改革による地方自治体の
リストラが進行し，地域社会は崩壊の危機に直面している。本書は，こうした
グローバル化による地域経済社会の崩壊の加速化に対して，ネットワークをキ
ーワードに地域再生の道を明らかにしようとする意欲的な共同研究の成果であ
る。
本書は３部から構成されている。第Ⅰ部は地域産業の展開と労働・雇用問
題，第Ⅱ部は環境の再生とネットワーク，第Ⅲ部は地域の再生と協同のネット
ワーク，を取り上げている。
第Ⅰ部は，６章から構成されている。第１章「農業・農村の再生とネットワ
ーク（岩元泉）」では，南九州の農家の実態分析をもとに，農村の世帯縮小が
進行し，このまま放置すれば早晩集落の消滅，機能低下が起きることは必然で
あり，農村への新規参入の必要性とそのための具体的施策を明らかにしてい
る。一方では，新規就農支援策が整備され，新規就農相談センターへの相談件
数が増加しているが，まだまだ資金面だけでなく，農村集落社会に適応できる
かどうかなどのハードルが高い。しかし，他面では「脱都市化」の多様な動き
が始まっており，都市住民と農村住民とが一体となった新たなネットワークが
形成されつつある。農業・農村の再生には，農村から都市に出て行った他出家
族の帰村をすすめて農村集落を維持し，新規就農者を受け入れて農業の担い手
を定着させることが重要であり，農村と都市住民との交流に見られる人と人と
のネットワーク，そこから醸成される「共感」に期待されるとしている。
第２章「地場産業の展開とネットワーク（仲村政文）」では，伝統産業の振
興政策を踏まえつつ，ネットワーク化による伝統産業の再生を提起している。
すなわち，伝統産業は「高度成長」期前半に諸問題が顕在化し，政策課題とし
て認識されたが，本格的な振興政策が展開されるのは「高度成長」期末期，１９７４
年に「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（伝産法）」が制定されてからで
ある。しかし，振興政策にも拘わらず，伝統産業の衰退が進み，９２年には伝
産法が改正され，新たな振興政策が展開されるが，バブル経済の崩壊と平成不
況に直面して危機的状況から脱していない。とりわけ，伝統産業は技術の担い
手（職人）の育成と市場問題を抱えている。後者は特有の流通過程から派生す
る高価格問題であり，生産者と消費者との距離である。農産物の産直運動をモ
デルに，伝統産業の再生は，伝統産業固有の「労働の芸術化」と「生活の芸術
化」との連関を重視し，生産者と消費者（生活者）の顔が見える関係を構築す
ることが重要であり，「諸個人，企業（生産・流通業者），諸団体（協同組合，
NPOなど），地方自治体などによるネットワーク化の方向」を提示している。
第３章「中小企業のネットワーク生産システム（高原一隆）」は，日本経済
のグローバル化の下で，産業空洞化が顕在化している地方工業都市だけでな
く，都市型産業集積地域においても「歯槽膿漏的現象」が進行しており，産業
クラスター戦略に典型的にみられるように，産業集積，連結の経済（ネットワ
ークの経済）に対する関心を高めているとして，中小企業間ネットワークによ
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る新たな生産システムの可能性について言及している。中小企業の集積とその
ネットワークが注目されるようになったのは，２０世紀型大企業システムの不
効率性に対して，柔軟な中小企業間ネットワークの効率性が明らかになったか
らである。生産におけるネットワークの比較優位性と潜在力を引き出すことが
重要な戦略的手段になっているとして，旧来型の行政指導型施策の受け皿とし
ての協同組合から自主的な協同組織，価値創造的機能をもった企業間ネットワ
ークと経済コミュニティを支えるコーディネーターの重要性を指摘している。
企業間ネットワークの協同組織として，「フロンティアひろしま」協同組合，
KGNきづかわグループネットワーク，京都試作ネット，下川産業クラスター
研究会が紹介されている。
第４章「雇用創出と地域産業再生（奥田仁）」は，１９９０年代のバルブ崩壊後
の１０年間の雇用問題は，失業率の急激な上昇，正規職員の減少とパート・ア
ルバイトや嘱託の増加，若年層の高い失業率，失業期間の長期化，若年失業や
長期失業が労働者としてのキャリア形成や労働市場からの阻害をもたらしてい
ることであり，雇用問題が不安定雇用や非労働力人口の形で潜在化し，雇用の
地域間格差を拡大していることを指摘している。政府は１９９９年の「雇用対策
法」に基づいて新たな雇用政策を推進しているが，それは雇用の悪化を循環的
な要因として捉え，「労働市場の構造変化」を産業構造の転換と雇用形態の多
様化・弾力化にもとめ，旧来型産業から成長産業への労働力のスムーズな移動
とそのための技能訓練，個人の意欲・能力の重要性を強調するものである。そ
れに対して，地域の独自の雇用政策である「北海道雇用創出プラン」と EUの
「欧州雇用戦略」を例として，地域雇用開発を成功させる条件として，①地域
発展政策と雇用政策を統合する，②パートナーシップ，③ボトムアップアプロ
ーチ及びこれを支える分権と財政支援，④縦割りを脱した行政管理システムの
一元化，⑤地域発展と雇用を促進する媒介的援助機関の必要性を挙げている。
第５章「生産の海外移転と地域産業（安部誠）」は，日本の海外直接投資，
生産の海外移転が地域経済に多様な影響を及ぼしているが，地域の産業構造に
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よって地域経済への影響が異なり，グローバル化の進行に対応した地域産業政
策の構築の必要性を指摘している。８５年のプラザ合意を契機とする生産の海
外移転は８０年代末に減少したが，９０年代にはいって急速な円高や国際競争の
激化，グローバルな産業再編，とりわけ低コスト生産と現地市場の確保を目的
にアジア地域に生産拠点がシフトし，再び増加傾向にある。海外直接投資によ
る産業空洞化現象がみられる一方で，他方では海外生産の拡大に対応した生産
設備や中間財・生産財の輸出の増加によるアジアと日本の貿易の拡大をもたら
している。生産機能の海外シフトは一律に進行しているのではなく，個々の産
業や地域に対する影響は一様ではない。量産型の組立工場が首都圏から移転し
た福島県では明らかな地域経済の空洞化を確認することができるのに対して，
大手企業だけでなく高い技術をもつ中小企業を体系的に誘致し，中小企業間の
ネットワークが形成された北上市や機械金属加工を中心とする多様な技術をも
つ中小企業が集積した坂城町では海外生産の影響が小さく，フレキシブルに対
応している。グローバル時代には地域の産業構造の実態に対応した地域産業政
策の構築が求められていることを指摘している。
第６章「技術，労働，産業のネットワーク（久野国夫）」は，労働手段体系
の道具から機械段階への移行である産業革命を第１の技術革命とすれば，ME
革命は第２の技術革命であり，労働編成を大きく転換させているとして，経済
のソフト化・サービス化の実態を分析している。１９８０年代後半以降の産業別
就業者数の変化は，製造業にかわってサービス業の就業者を増加させ，サービ
ス業の中でも生産関連サービス業と公共サービスが増加し，生産関連サービス
業の中でも情報サービス・調査業などの６業種で増加している。こうした経済
のソフト化・サービス化は労働条件の全般的改善をもたらしているのではな
く，一方では労働条件面で比較的恵まれた情報サービス業や専門サービス業の
就業者，他方ではパート・アルバイトなどの非正規雇用者からなる不熟練労働
者群を増加させており，労働条件では二極分化が進行していることを指摘して
いる。
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第Ⅱ部は５章から構成されている。第７章「環境再生の地域ネットワーク（佐
無田光）」は，南カリフォルニアや京浜臨海部の環境再生に関する実証的研究
をベースに，ポスト工業化段階における環境再生における地域システムの再編
過程と方向性を分析する視角を提起している。現代の環境再生を考察する際に
は工業化段階からポスト工業化段階への地域システムの再編成という視点が不
可欠であり，「エコロジー的近代化論」や「エコ資本主義論」の登場に対して，
ポスト工業化時代の社会問題として成長サイクルが崩れたこと，地域間・地域
内の環境格差の拡大やリスク配分の地域的不均等に直面しており，企業経済主
導のアプローチでは制御困難であるとして，サステイナブル・コミュニティの
公共管理と環境再生の地域発展モデルを提起している。
第８章「環境産業の集積とネットワーク（松永裕己）」は，環境産業クラス
ター形成に成功している北九州市と水俣市を事例として取り上げながら，リサ
イクル企業の誘致だけではなく，地域間競争から重層的ネットワーク形成の重
要性を指摘している。既存産業の成熟化と不況長期化の中で，産業育成のター
ゲットとして環境産業に関心が集まっているが，環境分野の産業化が可能かど
うか，どのような空間スケールで構築すべきか問題とされている。全国２０ヶ
所でエコタウン事業が推進されているが，リサイクル企業の立地が産業集積，
他産業とのリンケージが一部にとどまっていることや廃棄物の収集エリアに問
題を抱えている。そうした中で，北九州エコタウンは研究開発機能の集積が重
視され，リサイクル産業と基礎研究・実証研究の有機的連関によってエコタウ
ンの高度化を図っている。水俣エコタウンでは６社のリサイクル（リユース）
企業が立地しているが，環境をキーワードにした産業振興と市民活動との結合
を強化し，環境学習の場として地域づくりに結びついており，行政だけではな
く，非営利団体・地域企業・住民などの幅広い協働によって推進されていると
ころに特徴がある。環境産業クラスター形成に関連して地域間競争が激化して
いるが，廃棄物の特性に合わせた重層的なネットワークの形成が必要であるこ
とを指摘している。
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第９章「環境破壊の広域化と多角的ネットワーク（宮入興一）」は，日本型
公共事業の典型である諫早湾干拓事業と川辺川ダム事業を事例として，環境再
生のための多角的ネットワークが形成・展開されていることを明らかにしてい
る。日本は世界一の公共事業大国であり，無駄で環境破壊的な大規模公共事業
が政官財利権構造を全国的に蔓延させ，地域社会の公共事業依存体質，国と地
方の財政危機を深刻化させてきたことはよく知られている。１９８９年に本格着
工された諫早湾干拓事業は，工事が開始されると，海洋環境の悪化，漁獲高の
激減，海面ノリの大凶作（２０００年）など「有明海異変」が発生した。当該地
域では漁民を中心として干拓事業に対する反対運動が展開され，当初計画より
も事業が縮小されたが，漁民・市民・研究者間のネットワークの確立が遅れて
いた。しかし，１９９３年釧路で開催されたラムサール条約締結国会議を契機に
多角的なネットワークが拡大強化され，同干拓事業の工事差し止め仮処分の決
定を勝ち取った。また，１９６６年に建設省が決定した川辺川ダム建設計画は，
五木村を二分する裁判闘争が行われたが，８４年の福岡高裁での和解協定を
もって終結し，土地改良事業を合せて２，０００億円を超える当初計画が確定し
た。しかし，１９９４年の土地改良事業の「変更計画」をめぐって利水事業に同
意できないとする農民の反対運動が高まり，農民・市民・専門家（弁護士，研
究者）らの多角的なネットワークが，国を追い込み，県や自治体を動かした。
こうしたムダで破壊的な大規模公共事業の典型である諫早湾干拓事業や川辺川
ダム建設計画の問題点を明らかにし，事業の中止を含む根本的転換の可能性を
開いてきたのは，職域と地域を超えた農漁民・市民・専門家らからなる複合的
で多角的ネットワークであり，環境と資源を保全・再生し，将来にむけ維持可
能な地域経済社会を形成していく多角的ネットワークの重要性を指摘してい
る。
第１０章「環境国際協力と都市ネットワーク（高木直人）」は，１９８０年に海
外研修員の受入の形で開始された環境国際協力が，北九州市の大連市環境モデ
ル地区整備計画への協力，環黄海経済圏を中心とした都市ネットワークから東
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アジア都市ネットワークへと，地方都市間で開始された環境国際協力が姉妹友
好都市の枠を越えた都市ネットワークへと拡大していることを明らかにしてい
る。北九州市が中心となった環境国際協力は国際的にも高く評価され，地方自
治体が中心となった環境国際協力の役割は，東アジアの経済発展に伴う環境問
題の深刻化の中で重要性を増している。環境国際協力を持続的に展開していく
には，環境国際協力を環境ビジネスに結合させ，産業発展と環境保全の調和を
図ることが重要であり，北九州市の公害対策は地元婦人会の「青空を返せ」運
動であったことに鑑み，市民の協力やより広い参加が不可欠であることを指摘
している。
第１１章「小売業の商店街活性化とネットワーク（出家健治）」は，熊本市の
城見町商店街を事例に，商店街の内発的なネットワーク（「ここが城見町通り
たい（隊）」）が環境を軸にした「エコ商店街」をテーマに，エコロジーとエコ
ノミーを結合して地域における広範なネットワークを構築し，さらに全国的な
ネットワーク（全国リサイクル商店街サミット）と連携した取り組みに発展し
ていることを明らかにしている。そして，インターネット時代における全国的
なネットワークの構築の可能性と情報ネットワークの重要性を指摘している。
第Ⅲ部は７章から構成されている。第１２章「国土計画と地域再生のネット
ワーク（小田清）」は，「四全総」から「五全総」策定過程を分析しつつ，「五
全総」の時代認識と計画の特徴を整理し，「五全総」が構想する多軸型国土は
従来の経済成長＝環境破壊型公共事業を主導する計画としての側面が強いこと
を挙げつつも，「地域連携軸」は地域再生ネットワークに利用可能であるとし
て評価している。そして，ヨーロッパに於いて議論されているように，大量生
産・消費・廃棄を前提とした社会経済システムを転換し，人口や産業の都市・
農村への適正な配置，食料自給率の向上や環境に負荷を与えない自然エネルギ
ーの開発など，多様で複合的な地域間（内）ネットワークに基づくリサイクル
社会の実現を提唱している。
第１３章「都市再生のネットワーク（中村剛治郎）」は，ポスト工業化時代の
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都市再生についてイギリス・フランス・ドイツ・アメリカにおける都市再生を
概括しつつ，日本の都市再生政策の問題を指摘している。すなわち，先進資本
主義諸国は１９７０年代になると後発資本主義諸国の追い上げによる製造業の国
際競争力の減退，郊外型住宅団地やショッピングセンターの建設，モータリゼ
ーションを基本とする交通体系が工業都市の衰退，とりわけ都心の衰退をもた
らし，インナー・シティー問題を顕在化させてきた。ポスト工業化段階に対応
した都市経済の再生は，高付加価値型産業への転換，すなわち，イノベーショ
ン能力が重要な課題であり，知識経済化とそれを支える知識労働者・情報技術
者育成や知識労働者が魅力を感じる環境と文化を備えた都市の再生が課題であ
る。知識経済化は従来型の工業団地開発や企業誘致では困難であり，知識労働
者の相互信頼と地域的ネットワーク関係，知識労働者と大学などの教育・研究
機関や職業訓練機関との地域的ネットワークがグローバル時代の産業競争力に
とって決定的に重要である。欧米においては，ポスト工業都市の経済再生を導
くとの認識のもと，自然環境の回復と維持，文化的魅力の創出に努めているこ
と，また，生活の質を重視したコンパクト・シティやサステイナブル・シティ
のまちづくりを目指して，高いレベルの生活の質の維持が知識創造市場を育
て，ポスト工業都市へ再生すると認識されている。欧米各国においては人間中
心の現代文化都市への転換を図っているのに対して，小泉内閣が打ち出した日
本の都市再生政策は土地の流動化を通じて不良債権を正常債権に転換し，バブ
ル崩壊以降の日本経済の長期低迷からの脱却を図ろうとするものであり，知識
経済化の時代の都市再生に失敗する可能性があると警鐘を鳴らしている。
第１４章「地方行財政の構造改革と住民自治（西村貢）」は，地方分権を掲げ
て三位一体改革と平成の市町村合併が推進されているが，地方分権を推進し，
地方自治・住民自治を実現するには，住民自治組織の役割が重要であり，行政
と住民の協働だけでなく，住民と住民，住民と行政，住民と企業，企業と住民
との協働といった多元的重層的な協働のネットワークを構築することが課題で
あることを指摘している。１９９０年代後半以降のボランティア活動の広がり
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は，農山村の集落を単位とした伝統的な地域自治組織に加えて，都市型の NPO
法人などの特定課題別の住民自治組織が組織化・活性化する傾向がみられ，協
働のまちづくりの仕組みを構築し，住民・議会・行政・企業の従来型関係を変
容させる可能性をもっていると指摘している。
第１５章「協働による自立型コミュニティ政策の形成（鈴木誠）」は，岐阜県
郡上市八幡町を事例として，自立型コミュニティの形成と地域づくり協議会の
検討を通じて「小さな自治」論の課題と諸条件を明らかにしている。国主導の
平成の市町村合併は，同時に旧町村単位のまちづくりの仕組みやコミュニティ
組織を再構築し，住民自治組織に権限を移譲して住民自治を強化することが課
題となっている。八幡町は２００４年の郡上郡内の他の６市町村と合併して郡上
市（人口５万人，行政面積１，０００km２）になったが，合併前から自立型コミュ
ニティの構築に取り組んできた。住民主体のまちづくりをテーマに，住民の知
る仕組み，学ぶ仕組み，参加する仕組みを構築し，自治会・公民館・PTAな
どの住民自治組織や自発的なまちづくり組織・ボランティア組織が形成され，
活動してきた。こうした事例を分析しつつ，住民に最も身近な住民協働型の協
治組織（地域自治区または合併特例区）に権限・財源を移譲し，住民が生涯に
わたって学び，働き，共同生活を営める生活条件の整備が重要であることを指
摘している。
第１６章「市町村合併と地域福祉のネットワーク（河原晶子）」は，市町村合
併は行政区域の拡大による不効率，中心部と周辺部の地域間格差の拡大と周辺
部の寂れ，地域住民の二極化の可能性を高めるとして，鹿児島県隼人町の老人
給食宅配事業を事例に，NPOと地縁型住民組織の間のネットワークの構築と
その仕掛け人としての行政の柔軟な指導の必要性を指摘している。
第１７章「電子自治体の現状と課題（川原紀美雄）」は，佐賀県における新し
いコンセプトによる県立大学構想とそれを核とした「電子自治体」構想を紹介
している。政府は e-Japan戦略を唱え，IT技術の恩恵を最大限に享受できる知
識創発型社会を実現し，５年以内に世界最先端の IT国家になることを目指し
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ているが，逆に情報社会指数（ISI）によれば世界の中で下位に属し，日本は
「情報過疎地帯」となる可能性が高い。他方，新構想の佐賀県立大学と県庁の
組織改革が意識的に連携すれば，県民と地域のニーズに応える「世界情報化時
代」の新しい県立大学と電子自治体が誕生する可能性が高いと指摘している。
終章「地域における生活の労働のネットワーク（仲村政文）」は，地域にお
ける労働と生活の共同性，風土における“共同性”概念を明確にしつつ，ネッ
トワークの基礎的範疇ともいえる協働概念について論及し，地域における協働
のネットワークが市場主義を超えた新たな主体を形成するものであることを明
らかにしている。とりわけ，公務労働と福祉労働および私的活動の結合である
自治体を軸とする協働の形成，協同労働である第３セクターとそれを軸とする
協働の形成，自治体と第３セクターの協働に“市民主義”を超えた新たな主体
形成の可能性を指摘している。
本書の特徴の第１は，地域経済社会が直面している諸問題や政策課題を構造
的に把握しようとしていることである。１９８０年代後半以降顕著になった日本
経済の構造的転換は，高度成長期の日本経済の特徴であった「輸出主導型経済
成長」から「多国籍企業型成長」に転換し，「巨大企業に主導された産業配置
が国境を越えて展開」しているからであり，今日の地域経済の危機をもたらし
ていると把握している。農山村地域だけでなく大阪市などの都市をも含む多く
の地域で直面している地域経済の危機は，「大企業体制の蓄積構造の転換」と
ともに「市場原理主義的な経済・社会政策」に起因するものである。地域経済
の再生は単なる地域経済の「蘇生」や「復帰」では困難であり，「新しいもの
への生まれかわり」を意味する「地域ルネッサンス」でなければならないとし
ている。本書にいう「地域ルネッサンス」は，一つには地域における「新しい
関係・秩序・組織・制度を内包した再生」であり，もう一つには「地域が自ら
主体的に発想し，地域内外の資源を有効に活用しつつ自らの力をフルに発揮し
て地域の再生・発展を目指」すものであり，自律的な発展の道を切り開く革新
的な力をもつものと理解されている。そして，地域経済は国民経済や世界経済
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と有機的に関連しているのであり，「地域ルネッサンス」は地域経済の枠内に
とどまらず，「国民経済や世界経済のルネッサンスをも展望」するものである，
とされている。
第２の特徴は，「地域ルネッサンス」を地域の多様な担い手相互の重層的な
ネットワークを基軸に考察していることである。本書で取り上げる地域は，社
会的分業・地域的分業に規定されて多様な相貌を持ち，狭域的な生活圏から，
経済圏，国民経済，世界経済という重層的な空間構造の中に存在し，重層的・
複合的に連結したものとして把握されている。したがって，「地域ルネッサン
ス」を追求しようとすれば必然的に「様々な主体が自律性を基礎にして交流・
連携し，協働するという社会的関係を内包したネットワーク」が重要な鍵にな
ると捉えている。
第３の特徴は，「地域ルネッサンス」を思弁的に論じるのではなく，具体的
な実態分析を踏まえて論じていることである。「産業と雇用・労働問題」，「環
境再生と地域再生」，「地域政策と地域形成の主体」の３分野において，地域に
おいて形成されている多様なネットワークを事例として取り上げ，その実情，
役割・構造・特質や影響，問題点・限界性を分析し，それをベースに「地域ル
ネッサンス」を展望しようとするものである。そして，地域内外の多様なネッ
トワークをベースとする「地域ルネッサンス」は，地域経済の枠内にとどまら
ず，地域経済を取り巻く国民経済や世界経済のルネッサンスをも展望するもの
として捉えられている。
本書においては産業・雇用再生，環境再生，地域再生における多角的で多様
なネットワークが構築され，これらの再生事業において重要な役割を果たして
いることが指摘されている。また，環境再生を課題としてアジアを中心とした
自治体間国際ネットワークの構築が指摘されている。本書ではこうしたネット
ワークを通じて多様な産業・雇用再生，環境再生，地域再生の取り組みが行わ
れ，着実にネットワークの輪が拡大していることが指摘されている。しかしな
がら，こうしたネットワークとそれを担う人材がどのように養成されるのか，
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また，ネットワークを通じてコーディネート能力やネットワークそれ自体がど
のように拡大するのか必ずしも充分に掘り下げられていないように思う。とり
わけ，ネットワークの形成において住民団体や商工業者団体だけでなく，自治
体が果たす役割が大きく，自治体職員が地域づくりの専門家として養成される
必要がある。産業・雇用，環境の再生を支えるネットワークとそれを担う人材
の持続的養成課程の解明を期待したい。
本書は日本地域経済学会を中心とする１９名にのぼる研究者によってまとめ
られた労作であり，グローバル化とポスト工業化段階の地域経済及び地域政策
の研究者や学生だけでなく，自治体職員，地域づくりに取り組んでいる NPO
関係者に是非とも勧めたい一書である。
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